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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　振動源から発生する振動を低減するための２次振動に変換される制御信号を生成する能
動振動制御装置であって、
　前記振動源の振動によって物体に発生する振動の分布を表す第１の振動分布データを記
憶する第１の記憶部と、
　前記２次振動を発生する２次振動発生部の振動によって物体に発生する振動の分布を表
す第２の振動分布データを記憶する第２の記憶部と、
　前記第１の振動分布データと前記第２の振動分布データとを用いて制御用パラメータを
生成するパラメータ生成部と、
　前記パラメータ生成部で生成された前記制御用パラメータに基づいて、前記振動源から
発生する振動の周波数を有する参照信号から前記制御信号を生成する制御用フィルタと、
を備え、
　前記パラメータ生成部は、前記第１の振動分布データと前記第２の振動分布データとを
用いて、前記振動源の振動によって前記物体に発生する振動の分布に前記２次振動発生部
の振動によって前記物体に発生する振動の分布を重ねて、前記物体の振動分布のパラメー
タを表すベクトルのノルムを計算することにより、前記物体の振動分布の平均振動パワー
が低減するような前記制御用パラメータを生成する
　ことを特徴とする能動振動制御装置。
【請求項２】
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　前記パラメータ生成部は、前記物体の振動分布のパラメータを表すベクトルのノルムを
最小化して、前記物体の振動分布の平均振動パワーが最小になるような前記制御用パラメ
ータを生成することを特徴とする請求項１に記載の能動振動制御装置。
【請求項３】
　前記第１の記憶部には、前記振動源の状態に応じた前記第１の振動分布データが複数記
憶されており、
　前記振動源の状態を検知する検知部と、
　前記検知部で検知された前記振動源の状態に基づいて前記第１の振動分布データを選択
するデータ選択部と、を備え、
　前記パラメータ生成部は、前記データ選択部で選択された前記第１の振動分布データを
用いて前記制御用パラメータを生成することを特徴とする請求項１または２に記載の能動
振動制御装置。
【請求項４】
　前記第２の記憶部には、前記振動源の状態に応じた前記第２の振動分布データが複数記
憶されており、
　前記データ選択部は、前記検知部で検知された前記振動源の状態に基づき前記第１の振
動分布データと前記第２の振動分布データとを選択し、
　前記パラメータ生成部は、前記データ選択部で選択された前記第１の振動分布データと
前記第２の振動分布データとを用いて前記制御用パラメータを生成することを特徴とする
請求項３に記載の能動振動制御装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４のいずれかに記載の能動振動制御装置と、
　前記能動振動制御装置の前記制御用フィルタによって生成された前記制御信号を変換し
て前記２次振動を発生する２次振動発生部と、を備えたことを特徴とする能動振動制御シ
ステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、振動に対して別の振動を重ねて打ち消すことで振動を抑制する能動振動制御
装置および能動振動制御システムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　能動振動制御は、振動源から発生する振動に対して、その振動を打ち消すように作用す
る別の振動（以下、２次振動と称す）を重ねることで制振する技術である。特許文献１、
特許文献２などにおいて開示されている一般的な能動振動制御システムでは、制振対象の
物体に、振動を検出するための誤差センサ（例えば加速度センサ）と、２次振動を発生さ
せるための加振器を設置し、誤差センサの位置における振動パワーが最小化されるように
加振器を制御することで制振する。
【０００３】
　しかしながら、このような能動振動制御システムでは、制振効果が保証されるのが誤差
センサの近傍に限定される問題がある。誤差センサから離れた位置では、振動源から発生
する振動と２次振動が同位相となり強め合うことで、結果として振動パワーを増加させる
ことも起こり得る。そのため、広い範囲に振動が発生する物体（例えば、壁面や床面など
）を全体的に制振するには、一般的な能動振動制御システムでは困難である。
【０００４】
　特許文献３では、騒音源から発生する騒音の影響を、事前の数値解析により寄与率分布
データとして作成しておき、この寄与率分布データに基づいて消音用スピーカを制御する
ことで空間の騒音を全体的に低減する技術が開示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
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【０００５】
【特許文献１】特開平６－３０１３８８号公報
【特許文献２】特開平７－１９９９５４号公報
【特許文献３】特開平１－２９８８９８号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献３の方法では、空間の騒音を全体的に低減しようとすると、消
音対象の空間のいたるところに消音用スピーカを設置する必要がある。そのため、特許文
献３の方法を能動振動制御に適用しようとすると、例えば壁面などの平面的な物体を全体
に制振するためには物体の面積に比例する数の加振器が必要となり、また、立体的な物体
を全体的に制振するためには物体の体積に比例する数の加振器が必要となる。つまり、特
許文献３の方法を能動振動制御に適用しようとすると、制振対象の物体を全体的に制振す
るには多数の加振器が必要になるという課題があった。
【０００７】
　本発明は、上述した課題を解決するためになされたものであり、制振対象の物体を少数
の加振器で全体的に制振することができる能動振動制御装置および能動振動制御システム
を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明に係る能動振動制御装置は、振動源から発生する振動を低減するための２次振動
に変換される制御信号を生成する能動振動制御装置であって、振動源の振動によって物体
に発生する振動の分布を表す第１の振動分布データを記憶する第１の記憶部と、２次振動
を発生する２次振動発生部の振動によって物体に発生する振動の分布を表す第２の振動分
布データを記憶する第２の記憶部と、第１の振動分布データと第２の振動分布データとを
用いて制御用パラメータを生成するパラメータ生成部と、パラメータ生成部で生成された
制御用パラメータに基づいて、振動源から発生する振動の周波数を有する参照信号から制
御信号を生成する制御用フィルタと、を備えたことを特徴とする。
【０００９】
　また、本発明に係る能動振動制御システムは、能動振動制御装置と、能動振動制御装置
の制御用フィルタによって生成された制御信号を変換して２次振動を発生する２次振動発
生部と、を備えたことを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明の能動振動制御装置および能動振動システムによれば、振動源の振動によって制
振対象の物体に発生する振動分布のデータと、加振器の振動によって制振対象の物体に発
生する振動分布のデータとを用いて２次振動に変換される制御信号のパラメータを生成す
るので、加振器が少数の場合でも、制振対象の物体を全体的に制振することが可能となる
。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】実施の形態１に係る能動振動制御装置の構成例を示す図である。
【図２】実施の形態１に係る動作例を示すフローチャートである。
【図３】実施の形態１に係る箱の上面板に発生する振動分布を計測する振動センサの配置
図を示す。
【図４】実施の形態１に係る箱内に配置された振動源及び加振器を示す図である。
【図５】実施の形態１に係る制振処理の実験結果であるコンター図を示す。
【図６】実施の形態２に係る振動分布参照部７０の構成例を示す図である。
【図７】実施の形態２に係る振動源を３個有する制振対象の物体を示す図である。
【図８】実施の形態２に係る振動分布参照部７０の他の構成例を示す図である。
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【発明を実施するための形態】
【００１２】
実施の形態１．
　以下図面を用いて本発明の実施の形態１を説明する。
【００１３】
　図１は実施の形態１に係る能動振動制御装置の構成例を示す図である。能動振動制御装
置１００は、振動源用振動分布格納部（第１の記憶部）１と、加振器用振動分布格納部（
第２の記憶部）２と、制御用フィルタパラメータ生成部（パラメータ生成部）３と、参照
信号生成部４と、制御用フィルタ５と、加振器６とを備える。また、制振対象の物体２０
０は、能動振動制御装置１００によって振動が制御される物体である。なお、ここでは加
振器６は能動振動制御装置１００内に設けられているが、これに限らず、能動振動制御装
置１００の外部に設置されていてもよい。その場合は、能動振動制御装置１００と加振器
６とを備える能動振動制御システムとして動作することになる。
【００１４】
　振動源用振動分布格納部１は、例えばメモリ等により実現され、図示しない振動源の振
動によって発生する制振対象の物体２００についての振動分布を表すデータ（第１の振動
分布データ）が記憶される。なお、振動源は、例えばインバータ、変圧器、空調用室外機
、ファン等が該当する。
【００１５】
　本発明に係る能動振動制御装置は、振動源から発生する振動を低減するための２次振動
に変換される制御信号を生成する能動振動制御装置であって、振動源の振動によって物体
に発生する振動の分布を表す第１の振動分布データを記憶する第１の記憶部と、２次振動
を発生する２次振動発生部の振動によって物体に発生する振動の分布を表す第２の振動分
布データを記憶する第２の記憶部と、第１の振動分布データと第２の振動分布データとを
用いて制御用パラメータを生成するパラメータ生成部と、パラメータ生成部で生成された
制御用パラメータに基づいて、振動源から発生する振動の周波数を有する参照信号から制
御信号を生成する制御用フィルタと、を備え、パラメータ生成部は、第１の振動分布デー
タと第２の振動分布データとを用いて、振動源の振動によって物体に発生する振動の分布
に２次振動発生部の振動によって物体に発生する振動の分布を重ねて、物体の振動分布の
パラメータを表すベクトルのノルムを計算することにより、物体の振動分布の平均振動パ
ワーが低減するような制御用パラメータを生成することを特徴とする。
【００１６】
　制御用フィルタパラメータ生成部３は、例えばソフトウエアにより実現され、第１の振
動分布データと第２の振動分布データとを用いて、制御用フィルタ５の制御用パラメータ
を生成する。この制御用パラメータの生成方法についての詳細は後述するが、制御用フィ
ルタパラメータ生成部３は、振動源の振動によって物体に発生する振動の分布に、加振器
６の振動によって物体に発生する振動の分布を重ねて物体の振動分布の平均振動パワーが
低減するような制御用パラメータを生成する。なお、振動源用振動分布格納部１、加振器
用振動分布格納部２、及び制御用フィルタパラメータ生成部３を合わせて振動分布参照部
７と表現してもよい。
【００１７】
　参照信号生成部４は、外部から振動を低減したい対象（例えば振動源）の周波数につい
ての情報が入力され、その情報に基づき参照信号を生成する。参照信号は、振動源から発
生する振動の周波数を少なくとも有する正弦波等が該当する。
【００１８】
　制御用フィルタ５は、例えばＦＩＲ（ｆｉｎｉｔｅ　ｉｍｐｕｌｓｅ　ｒｅｓｐｏｎｓ
ｅ）フィルタにより実現され、制御用フィルタパラメータ生成部３により生成された制御
用フィルタパラメータを用いて、参照信号生成部４により生成された参照信号に対して変
調を施し、制御信号を生成する。
【００１９】
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　加振器６は、例えばアクチュエータ等により実現され、制御用フィルタ５により生成さ
れた制御信号を、振動源から発生する振動を低減するための２次振動に変換する。ここで
いう低減には、振動を打ち消すことも含まれ、以下も同様である。なお、これまで２次振
動を発生するものとして加振器６を用いて説明したが、これに限らず、例えば加振器６の
代わりにスピーカを用いて能動騒音制御に適用することも可能である。加振器６、スピー
カ等の上位概念として２次振動発生部（２次振動発生器）と表現するものとする。以下の
説明においても、これまでの説明と同様、２次振動発生部の一例として加振器６を用いて
説明を行うが、当然これに限定されるものではない。
【００２０】
　次に、実施の形態１の動作について説明する。
【００２１】
　図２は実施の形態１に係る動作例を示すフローチャートである。まず、制御用フィルタ
パラメータ生成部３は、振動源用振動分布格納部１に記憶される第１の振動分布データと
、加振器用振動分布格納部２に記憶される第２の振動分布データとを読み出す（ステップ
Ｓ１）。
【００２２】
　ここで、第１の振動分布データ、第２の振動分布データの生成方法について詳細を説明
する。振動分布データは、制振対象の物体２００に加速度センサを設置して計測された振
動にもとづいて算出される。このとき、振動は、制振対象の物体２００全体をカバーする
ように、十分な数の点で計測する。例えば、制振対象が平面的な物体の場合、物体の表面
を格子状に分割し、各格子点においてそれぞれ振動を計測するといった方法が考えられる
。
【００２３】
　この場合、空間的エイリアシングの影響を回避するため、格子の間隔を、制振対象とす
る振動の周波数における半波長よりも短く設定することが望ましい。各点で計測した振動
から、例えばフーリエ変換などにより、振動の振幅と位相の情報を求め、これを複素数パ
ラメータとして離散周波数ごとに算出する。各計測点における複素数パラメータをまとめ
た複素ベクトルを、振動分布データとする。
【００２４】
　第１の振動分布データは、振動源だけが振動しており、加振器６が振動していないとき
の物体における振動分布を計測することにより生成が可能である。第２の振動分布データ
は、ひとつの加振器６だけが振動しており、振動源は振動していないときの物体における
振動分布を計測することにより生成が可能である。加振器６が複数ある場合は、加振器６
の数だけ物体の振動分布を計測することにより生成が可能である。このように生成された
第１の振動分布データが振動源用振動分布格納部１に記憶され、第２の振動分布データが
加振器用振動分布格納部２に記憶される。
【００２５】
　次に、制御用フィルタパラメータ生成部３は、第１の振動分布データと第２の振動分布
データとを用いて制御用フィルタパラメータを生成する（ステップＳ２）。
【００２６】
　制御用フィルタパラメータの生成方法についての詳細を説明する。ここでは、簡便のた
め、単一の周波数ωだけに注目したときの制御用フィルタパラメータの生成方法について
述べる。振動源は周波数ωの正弦波振動を発生させるものとし、加振器６は二次振動とし
て周波数ωの正弦波振動を任意の振幅と位相で発生させることができるものとする。また
、参照信号として、振動源と同じ周波数ωの正弦波が与えられるものとする。ただし、振
動源の振動を単一周波数の正弦波振動に限定するものではない。振動が複数の周波数成分
によって構成されるものであれば、それぞれの周波数成分について同様の動作を行うこと
で、すべての周波数成分を制振することができ、当然そのような構成も含まれるものとす
る。
【００２７】
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　Ｎ（Ｎは正の整数）個の計測点から振動分布データを生成するものとし、ひとつの振動
分布データをＮ次元の複素ベクトル（縦ベクトル）で表すものとする。以下では、第１の
振動分布データを表す複素数ベクトルをｄとする。加振器６はＭ（Ｍは正の整数）個存在
するものとし、ｍ番目の加振器６に対応する振動分布データを表す複素数ベクトルをｃｍ

とする。また、式（１）のように、加振器６の振動分布を表す複素ベクトルを横に並べて
できる行列をＣとする。
【００２８】
【数１】

【００２９】
　制御用フィルタパラメータは、参照信号に与える利得を絶対値、位相を偏角として持つ
複素数で表すものとし、ここでは、ｍ番目の加振器６を制御するための制御用フィルタに
対応する制御用フィルタパラメータをａｍとする。また、式（２）のように、Ｍ個の制御
用フィルタパラメータを縦に並べた複素ベクトルをａとする。ただし、Ｔはベクトルの転
置を表す。
【００３０】
【数２】

【００３１】
　能動振動制御時における制振対象である物体の振動分布の平均振動パワーを最小化する
ような制御用フィルタパラメータａは、式（３）のように求める。ただし、＋はＭｏｏｒ
ｅ‐Ｐｅｎｒｏｓｅの擬似逆行列を表す。
【００３２】

【数３】

【００３３】
　式（３）のような演算を行うことによって、振動源に対する複素ベクトルと、加振器に
対する複素ベクトルに制御用フィルタを掛けたものと、を加算してできるベクトルのノル
ムが最小化される。このベクトルのノルムを最小化することは、制振対象である物体の振
動分布上の各点における振幅の二乗和を最小化することと等価であり、この結果として制
振対象となる物体の全体において平均振動パワーが減少する。なお、ここではベクトルの
ノルムを最小化することについて説明を行ったが、必ずしも最小化しなければならないわ
けではなく、制振対象である物体全体における平均振動パワーが減少するように演算して
制御用フィルタパラメータを生成すればよい。
【００３４】
　次に、制御用フィルタ５は、このように制御用フィルタパラメータ生成部３によって生
成された制御用フィルタパラメータを用いて、参照信号に変調を施し制御信号を生成する
（ステップＳ３）。つまり、制御用フィルタ５は、ｍ番目の加振器６に対して、参照信号
の振幅を｜ａｍ｜倍し、位相をａｒｇ（ａｍ）だけシフトした制御信号を出力する。ただ
し、｜ａｍ｜はａｍの絶対値を表し、ａｒｇ（ａｍ）はａｍの偏角を表す。
【００３５】
　加振器６は、制御用フィルタ５から出力された制御信号に基づき２次振動を発生し、物
体に対して制振を行う（ステップＳ４）。
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【００３６】
　以下では実験結果について説明する。実験では、アクリル製の箱型モックアップを製作
し、実施の形態１による能動振動制御を用いて振動面の制振を行った。箱の寸法は、縦横
が８５０ｍｍで、高さが２００ｍｍである。ここでは箱が制振対象の物体２００であり、
箱の上面板を振動面とし、箱の中に振動源を配置することにより上面板を振動させた。
【００３７】
　図３は実施の形態１に係る箱の上面板に発生する振動分布を計測する振動センサの配置
図を示す。図３に示すように、箱の上面板には縦横に１０５ｍｍ間隔でそれぞれ８本の格
子線を引き、８×８＝６４個の各格子点に振動センサを配置した。振動センサにより、振
動分布として、振動源から振動面に至る伝達関数の特定の周波数における利得及び位相の
分布と、振動面で観測された振動の特定の周波数におけるパワー及び位相の分布とを計測
した。
【００３８】
　図４は実施の形態１に係る箱内に配置された振動源及び加振器を示す図である。図４に
示すように、振動源を１つ、加振器を２つ、箱の底面に配置し、これらはいずれもアクチ
ュエータにより実現可能である。上述した方法によって加振器の制御用パラメータを生成
し、箱の上面板に対して制振の処理を行った。
【００３９】
　図５は実施の形態１に係る制振処理の実験結果であるコンター図を示す。図５に示すよ
うに、加振器非動作時（非振動制御時）の振動分布（ｄＢ）と比べて、加振器動作時（振
動制御時）の振動分布（ｄＢ）では面のほぼ全体において振動が抑制されていることがわ
かる。なお、加振器を動作させることにより、加振器非動作時と比べて振動パワーは面平
均で最大１７ｄＢ減少した。また、振動面の振動が騒音となって拡散する状況における実
験では、能動振動制御による騒音低減効果を実験で使用した部屋の中に設置された複数の
マイクで観測したところ、平均で最大１８ｄＢの騒音低減効果が得られた。
【００４０】
　以上より、実施の形態１によれば、制御用フィルタパラメータ生成部３は、振動源の振
動によって制振対象の物体２００に発生する振動の分布を表す第１の振動分布データと、
加振器の振動によって制振対象の物体に発生する振動の分布を表す第２の振動分布データ
とを用いて制御用フィルタパラメータを生成するので、物体自身に発生する振動を考慮し
た上で制御用フィルタパラメータを生成することが可能となり、たとえ加振器が少数の場
合であっても、制振対象の物体２００に生じる振動を全体的に制振することが可能となる
。特に、制振対象である物体の面において発生する振動を低減したい場合は、物体に発生
する振動分布データとして物体の面全体における振動分布データを用いて制御用フィルタ
パラメータを生成することにより、少数の加振器６で、物体の面全体における平均振動パ
ワーを低減することが可能となる。
【００４１】
　また、制御用フィルタパラメータ生成部３は、物体の振動分布のパラメータを表すベク
トルのノルムを計算して、振動源の振動によって制振対象の物体２００に発生する振動の
分布と、加振器の振動によって制振対象の物体２００に発生する振動の分布とを重ねた場
合に物体の振動分布の平均振動パワーが低減されるような制御用フィルタパラメータを生
成するので、制振対象の物体２００を全体的に制振する場合において、より好適な低減効
果を得ることが可能となる。
【００４２】
　特に、制御用フィルタパラメータ生成部３が、物体の振動分布のパラメータを表すベク
トルのノルムを最小化することにより、制振対象の物体２００全体の平均振動パワーを低
減するための最適な制御用フィルタパラメータを生成することができ、より少ない加振器
６で、より好適な低減効果を得ることが可能となる。
【００４３】
実施の形態２．
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　以下図面を用いて本発明の実施の形態２について説明する。
【００４４】
　図６は実施の形態２に係る振動分布参照部７０の構成例を示す図である。実施の形態２
の能動振動制御装置は、振動分布参照部７０において、振動源用振動分布格納部（第１の
記憶部）８及び加振器用振動分布格納部（第２の記憶部）９がそれぞれ実施の形態１の振
動源用振動分布格納部１及び加振器用振動分布格納部２と構成が異なり、検知部１０と、
データ選択部１１を新たに備える点において実施の形態１とは異なる。なお、その他の構
成については実施の形態１と同様であるので図１と同一の符号を付してその説明を省略す
る。
【００４５】
　振動源用振動分布格納部８は、複数の第１の振動分布データa、b、cを記憶する。複数
の第１の振動分布データa、b、cは、振動源の状態の時間変化にそれぞれ対応した振動分
布データである。振動源の状態の時間変化とは、例えば、振動源の発生位置の時間変化、
振動源から発生する振動の周波数における時間変化等が該当する。
【００４６】
加振器用振動分布格納部９は、複数の第２の振動分布データa、b、cを記憶する。複数の
第２の振動分布データa、b、cは、それぞれ第１の振動分布データa、b、cに対応する。な
お、図６では第１の振動分布データ及び第２の振動分布データはそれぞれ３つ記憶されて
いるが、この個数に限定されるものではない。また、第１の振動分布データの個数と第２
の振動分布データの個数は必ずしも一致しなくてもよい。
【００４７】
　検知部１０は、例えば加速度センサ、マイクロホン、電圧センサ等により実現でき、振
動源の状態を検知し、振動源の状態に関する情報をデータ選択部１１に通知する。検知部
１０は、例えば車両に搭載されている電子基盤からエンジンの回転数が得られる場合、振
動源となっている機械から得られる機械の状態の情報等を用いることができる。
【００４８】
　データ選択部１１は、検知部１０で検知された振動源の状態に基づいて振動源用振動分
布格納部８から第１の振動分布データを選択する。また、データ選択部１１は、検知部１
０で検知された振動源の状態に基づいて選択した第１の振動分布データに対応する第２の
振動分布データを加振器用振動分布格納部９から選択する。制御用フィルタパラメータ生
成部３は、データ選択部１１により選択された第１の振動分布データ及び第２の振動分布
データを用い、実施の形態１と同様にして制御用フィルタパラメータを生成する。
【００４９】
　振動源の状態の時間変化として、振動源の発生位置が時間変化する場合を例として説明
する。図７は実施の形態２に係る振動源を３個有する制振対象の物体を示す図である。図
８は実施の形態２に係る振動分布参照部７０の他の構成例を示す図である。図７に示すよ
うに、物体は３個の振動源a、b、cを有し、これらの振動源はそれぞれ異なる時間に振動
する。このような場合、図８に示すように、振動源用振動分布格納部８には３個の振動源
a、b、cにそれぞれ対応した３個の第１の振動分布データa、b、cが事前に計測して格納さ
れる。また、図８に示すように、加振器用振動分布格納部９には１個の第２の振動分布デ
ータが記憶されるものとする。
【００５０】
　検知部１０は、時間変化に応じて３個の振動源a、b、cのうちいずれの振動源が振動し
ているかを検知し、その情報をデータ選択部１１に通知する。データ選択部１１は、検知
部１０から通知された振動源の位置に関する情報に基づき、３個の第１の振動分布データ
からいずれか１個の第１の振動分布データを選択する。また、データ選択部１１は、第２
の振動分布データについても選択する。
【００５１】
　また、複数の振動源が同時に振動するような場合には、データ選択部１１は振動源用振
動分布格納部８から複数の第１の振動分布データを選択し、制御用フィルタパラメータ生
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いる振動源の振動分布データを表すベクトルを加算してできるベクトルを式（３）のｄと
することで対応することができる。
【００５２】
　振動源の状態の時間変化として、振動源から発生する振動の周波数が時間変化する場合
について説明する。この場合、振動源用振動分布格納部８には周波数ごとに計測された第
１の振動分布データが、加振器用振動分布格納部９には周波数ごとに計測された第２の振
動分布データが、それぞれ記憶される。データ選択部１１は、検知部１０から通知された
振動源の周波数に関する情報に基づき、振動源用振動分布格納部８から第１の振動分布デ
ータを、加振器用振動分布格納部９から第２の振動分布データを、選択する。制御用フィ
ルタパラメータ生成部３は、データ選択部１１により選択された第１の振動分布データ及
び第２の振動分布データに基づいて制御用フィルタパラメータを生成する。
【００５３】
　以上より、実施の形態２によれば、振動源用振動分布格納部８には振動源の状態の時間
変化に対応した複数の第１の振動分布データが記憶され、データ選択部１１は、検知部１
０から通知された振動源の状態に基づいて第１の振動分布データを選択するので、制御用
フィルタパラメータ生成部３は、振動源の状態が変化した場合においても変化後の状態に
適した制御用フィルタパラメータを生成できるので、振動源の状態が時間変化した場合で
あっても少数の加振器６で制振対象の物体２００に生じる振動を全体的に低減することが
可能となる。
【００５４】
　また、振動源の状態の時間変化に対応した複数の第２の振動分布データが加振器用振動
分布格納部９に記憶され、データ選択部１１が振動源の状態に基づいていずれかの第２の
振動分布データを選択し、制御用フィルタパラメータ生成部３が制御用フィルタパラメー
タを生成するので、より精度高く、制振対象の物体２００に生じる振動を全体的に低減す
ることが可能となる。
【符号の説明】
【００５５】
　１、８　振動源用振動分布格納部（第１の記憶部）、２、９　加振器用振動分布格納部
（第２の記憶部）、３　制御用フィルタパラメータ生成部（パラメータ生成部）、４　参
照信号生成部、５　制御用フィルタ、６　加振器、７、７０　振動分布参照部、１０　検
知部、１１データ選択部、１００　能動振動制御装置、２００　制振対象の物体
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